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地質・水質検査の手引き 

１ 事前協議時（５００～３，０００ｍ ２ 未満の特定事業は省略可能です。） 

（１）３，０００㎡ 以上の特定事業（一時たい積特定事業を除く） 

 

（地質） 

  ・計画書に「特定事業区域に係る表土の地質検査の試料とする土砂等を採 

   取する地点の位置図（当該表土と特定事業に使用される土砂等が遮断さ 

   れる構造である場合にあっては、その構造図）」 を添付して下さい。（ 条 

   例第１１条第１項第１０号、規則第６条第２項第６号） 

（水質） 

  ・計画書に「特定事業場の区域以外への排水の水質検査を行うために必要 

   な措置」を記載して下さい。（条例第１１条１項８号） 

 

（２）３，０００ｍ ２ 以上の一時たい積特定事業 

 

（地質） 

  ・計画書に「特定事業区域の表土の地質の状況（当該表土と特定事業に使 

   用される土砂等が遮断される構造である場合にあっては、その構造）」 

   を記載して下さい。（ 条例第１１条第２項第２号） 

  ・計画書に「特定事業区域に係る表土の地質検査の試料とする土砂等を採 

   取する地点の位置図（当該表土と特定事業に使用される土砂等が遮断さ 

   れる構造である場合にあっては、その構造図）」 を添付して下さい。（条 

   例第１１条第２項第８号、規則第６条第４項第１号） 

（水質） 

  ・計画書に「特定事業場の区域以外への排水の水質検査のために設置する 

   施設の構造」を記載して下さい。（ 条例第１１条第２項第６号） 
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２ 許可申請時 

 

（地質） 

  ・申請書に「表土の地質検査の試料採取地点の位置図」、 「 現場写真」、 「 採 

   取調書」、 「 地質分析結果証明書」を添付して下さい。(条例第１２条第 

   １項第４号、規則第７条第２項第８号） 

  ・「 採取調書」及び「地質分析結果証明書」については、特定事業区域の 

   面積に応じて次のとおりに等分し、区分ごとに汚染の状況を的確に把握 

   することが出来ると認められる場所で試料を採取し、分析する必要があ 

   ります。 

 

     特定事業区域の面積が３，０００㎡ 未満・・・・・・・・１以上 

               ３，０００㎡ 以上１ｈａ未満・・・２以上 

               １ｈａ増えるごとに１０ｈａまで・＋１以上 

               １０ｈａ以上・・・・・・・・・・１２ 

  ・採取した試料を、安全基準で定められた項目について分析を行って下さ 

   い。 (条例第１２条第１項第４号、規則第７条第１０項第１～３号：一 

   時たい積特定事業の場合は条例第１２条第２項第２号、規則第７条第５ 

   項第３号） 

  ・ただし、一時たい積特定事業で、特定事業区域の表土と特定事業に使用 

   される土砂等が遮断される構造である場合にあっては、上の添付書類に 

   換えて、その構造図とします。また、その際には表土の分析は不要です。 

  （条例第１２条第２項第２号、規則第７条第５項第２号） 

（水質） 

  ・申請書に「特定事業場の区域以外への排水の水質検査を行うために必要 

   な措置」を記載して下さい。（ 条例第１２条第１項第９号） 

  ・ただし、一時たい積特定事業の場合はそれに換えて「区域外への排水の 

   水質検査のために設置する施設の構造」を記載して下さい。（ 条例第１ 

   ２条第２項第５号） 
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３ 事業実施中 

 

（地質） 

  ・事業に着手した日から３月ごとに、職員立会いの上、次のとおり実施し 

   ます。 

    ①特定事業区域を３，０００ｍ ２ 以内の区域に等分します。 

    ②等分した区域ごとに、区域の中央及び中央を交点とした直行線上 

     の５～１０ｍの４地点、あわせて５地点で試料採取し、等量混合 

     した試料を１試料とします。 

    ③それぞれの試料を安全基準で定めた項目について分析して下さい。 

    （条例第２０条第１項、規則第１６条第１項第１～４号） 

  ・検査結果は、１月以内に報告して下さい。（ 条例第２０条第１項、規則 

   第１８条第１項） 

  ・報告は特定事業地質等検査報告書（第３５号様式）に「検査に使用した 

   土砂等及び排水を採取した地点の位置図及び現場写真」、「採取した試料 

   ごとの検査試料採取調書及び地質分析（濃度）結果証明書」（ 第１６号 

   及び第１７号様式）及び「採取した試料の検査試料採取調書及び排水汚 

   染状況測定（濃度）結果証明書（別記第３６号様式。環境計量士の発行 

   したものに限る。）」 を添付して行って下さい。（ 条例第２０条第１項、 

   規則第１８条） 

  ・検査結果が安全基準に適合していなかった場合には、確認した日から起 

   算して７日以内に市長に報告して下さい。（ 条例第２０条第２項、規則 

   第１８条第３項） 

  ・一時たい積特定事業で、土砂等搬入届に係る土砂等ごとに当該土砂等が 

   区分された状態でたい積されている場合にあっては、地質検査は省略す 

   ることができます。（ 規則第１６条第３項） 

（水質） 

  ・着手日から３月ごとに職員立会いの上試料採取、水質検査を行って下さ 

   い。（条例第２０条第１項、規則第１７条第１項、第２項） 

  ・水質検査の項目は、排水汚染状況測定（濃度）結果証明書（第３６号様 

   式）に記載されたとおりです。 

  ・検査結果の報告は、地質検査の場合と同様です。 
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４ 事業廃止、完了、終了時 

 

（地質） 

  ・市長が定めた期日に、職員立会の上、次のとおり実施します。 

    ①特定事業区域を３，０００ｍ ２ 以内の区域に等分します。 

    ②等分した区域ごとに、区域の中央及び中央を交点とした直行線上 

     の５～１０ｍの４地点、あわせて５地点で試料採取し、等量混合 

     した試料を１試料とします。 

    ③それぞれの試料を安全基準で定めた項目について分析して下さい。 

     さらに、土砂等の埋立て等の最大高さが１０ｍ以上の特定事業（一 

     時たい積特定事業は除く）については、以下の検査も必要となりま 

     す。 

    ④特定事業区域を１０，０００ｍ ２ 以内の区域に等分します。 

    ⑤土砂等の採取は、④で区分された区域ごとに、市長の指定する地 

     点において、垂線をおろした当該特定事業施工前における表土上 

     端の地点（本号において「表土地点」という。）から指定地点まで 

     の区間において、表土地点を含め、当該表土地点から５ｍごとの 

     土壌について行います。 

    ⑥⑤により採取した土砂等は、それぞれの採取地点ごとに１試料と 

     します。 

    ⑦それぞれの試料について、安全基準で定めた項目ごとに、分析し 

     て下さい。 

  （条例第２３条第１項、第２４条第１項、第２５条第１項、①から③は規 

   則第１６条第１項第１～４号、④から⑦は規則第１６条第２項第１～４ 

   号） 

  ・検査結果は、検査期日から１月以内に報告して下さい。（規則第１８条 

   第１項） 

  ・完了届（条例第２４条第１項）のうち、表土と特定事業に使用される土 

   砂等が遮断される構造である場合の当該特定事業に係る届出にあっては、 

   地質検査は省略することができます。（ 規則第１６条第４項） 

（水質） 

  ・市長が定めた期日に、職員立会の上、実施します。 

  ・検査の方法等は、事業実施中と同様です。 
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５ 事業中止時 

  ・一時たい積特定事業の場合を除き、事業実施中と同様の水質検査が必要 

    となります。 

 

６ 試料採取について（参考） 

 

＊地質検査の際の試料採取について 

（１）許可申請時は、事業実施前の表土の状況を把握することが目的であるこ 

   とから、土壌汚染対策法の施行について（平成１５年２月４日付環水土 

   ２０号）第三 土壌汚染状況調査(六) 土壌汚染状況調査の方法⑥ 土 

   壌ガス調査、土壌溶出量調査及び土壌含有量調査の具体的な方法(ロ) 

   土壌溶出量調査及び土壌含有量調査に示されているとおり、表層(地表 

   から５cm)の土壌と、５～５０cm までの深さの土壌を採取し、二種類の 

   深さの土壌の量が均等になるように混合し、土壌溶出量又は土壌含有量 

   を測定することとする。ただし、ダイオキシン類については、ダイオキ 

   シン類に係る土壌調査測定マニュアルを参照し、原則として表層５ｃｍ 

   とする。 

（２）事業実施中は、搬入した土砂等が汚染されていないことを確認すること 

   が目的であることから、可能であれば前回検査時の表土を底とした全層 

   を対象とする。 

（３）廃止、中止、完了、終了時は、外部への汚染の流出のおそれがないこと 

   を確認することが目的であることから、事業実施中の調査に加え、事業 

   による土砂等の全層を５ｍごとに検査する。 

 

＊水質検査の際の試料採取について 

（１）水質検査は事業実施中、廃止、中止、完了及び終了の際に必要となる。 

（２）申請書に記載された「区域外への排水の水質検査を行うために必要な措 

   置」（ 一時たい積特定事業３，０００ｍ ２ 以上の場合は「区域外への 

   排水の水質検査のために設置する施設の構造」） を参考に、特定事業場 

   の区域以外への排水を採水できる地点で行うが、区域外への排水がない 

   場合は、別途立入検査時に指示する。 
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